
＜物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（令和７年度実施計画）＞

1 EV導入促進事業

EV（電気自動車）を普及拡大し、エネルギー価格高騰
の影響を軽減するとともに、カーボンニュートラルを推
進するため、個人・事業者によるEV導入や、商業施
設、集合住宅等での充電設備の導入を支援するも
の。

10,798,000

・EV及び充電設備を導入する個人・事業者等に
対し、エネルギー価格高騰対策として補助を実
施。
・補助件数：EV174件（定額50千円／件）、急速充
電設備：１件

ガソリン価格高騰の影響を受けているガソリン車の
利用者に、燃料代の安価なEVへの転換を促し、燃
料代の負担軽減とカーボンニュートラルの推進に
寄与した。

2
公共交通カーボン
ニュートラル推進支援事
業

エネルギー価格高騰による影響の緩和とともに、カー
ボンニュートラルの推進のため、バス事業者による電
動バス車両への更新に対し支援を行う。

8,000,000

県内のバス事業者による電動バス車両への更新
について、以下の通り支援。

・支援期間　R７.10～R８.３
・支援対象　富山地方鉄道
・補助件数　４台 （8,000千円）
・補助率　　１/３

エネルギー価格の高騰により厳しい経営を余儀な
くされている交通事業者に対し、燃料費負担の軽
減につながる電動バス車両への更新を支援するこ
とで、事業の安定的な継続と地域交通基盤の維持
に貢献した。

3
富山地方鉄道燃料価格
等高騰対策緊急支援事
業

富山地方鉄道鉄道線の運行経費のうち、燃料や資材
高騰に係る部分に対して市町村とともに支援（県
1/2）。

64,046,000

富山地方鉄道鉄道線の運行経費の高騰分につ
いて、以下の通り支援。
燃料高騰に対する支援　51,453千円
資材高騰に対する支援　12,593千円

物価高騰により厳しい経営環境に置かれる富山地
方鉄道鉄道線に対し、燃料費や資材の高騰分を
支援したことで、安定した事業継続に寄与した。

4
公共交通人材確保・定
着事業

燃料価格の高騰の影響を受け、交通事業者が厳しい
経営環境に置かれる中、地域に不可欠な交通手段の
確保のため、運転手等の人材の確保・定着に向けた
取組みを実施する。

11,692,839

①バス運転手専門の就職イベントへのブース出
展や採用力アップに向けたハンズオン支援
　ア．就職イベントへのブース出展
　　　〔開催日〕R7.6.14、R7.10.4、R7.11.15
　イ．採用力強化セミナー
　　　〔開催日〕R7.6.6、R7.9.10、R8.2.4
②第二種運転免許取得(補助率:1/4）や、トイレ
やシャワールーム等の施設整備（補助率:1/2)へ
の支援
〔実績〕補助件数：４件
③バス運転手のイメージアップにつながる映画の
学校等での上映

燃料価格が高騰し、交通事業者が厳しい経営環
境に置かれる中、バス運転手専門の就職イベント
へのブース出展を3回、採用力強化セミナーを3回
実施し、事業者の採用活動強化と求職者との接点
拡大を図った。また、第二種運転免許取得やトイ
レ・シャワールーム等の職場環境整備に対して4件
の支援を行い、人材確保・定着に向けた受入環境
の改善を促進した。

5 価格転嫁総合推進事業

県内中小・小規模事業者において、エネルギー価格
高騰分等の適切な価格転嫁を推進するため、実態調
査の実施や専門家を派遣しての助言指導、金融機関
と連携した支援体制の構築及び取組み事例の紹介
等を行うセミナーを実施するもの。

4,609,577

・中小企業を対象とした価格転嫁の実態調査・分
析を実施（回答企業1,378社）
・県内企業への専門家を派遣した価格転嫁の助
言指導を実施（10回）
・金融機関と連携した「価格転嫁推進サポー
ター」制度の創設（登録機関14機関、840名）
・中小企業を対象とした価格転嫁セミナーの開催
（参加者29名）

県内中小企業等のエネルギー価格高騰等の実態
に応じた支援を実施することで、県内企業の適切
な価格転嫁の実現に寄与した。

6
「富山で働こう」キャン
ペーン事業

物価高騰等の影響により中小企業等の経営が圧迫さ
れる中、中小企業が大半を占める県内企業の人材の
確保・定着を後押しするため、「即戦力人材」である社
会人（特に首都圏等の若者）にその魅力を発信し、県
内企業への転職が選択肢となる機運を高めるキャン
ペーンを実施するもの。

29,000,000

若年層の中途人材の全国的な獲得競争の激化
を踏まえ、首都圏で働く若者に対して県内企業で
の就職を促すキャンペーンを実施。
①都会に住む若者向けの就職PR動画の作成
②首都圏鉄道駅構内や動画サイト、SNS等によ
る広報　〔実績〕富山で働く価値を凝縮した「コン
セプトムービー」、県内企業に転職・移住した方の
声等を紹介する「理解促進ムービー」による情報
発信、首都圏で集中的にPRイベントを実施
③キャンペーンポスター及びチラシによる広報
　〔実績〕県内外大学、専門学校（約100校）、県
内企業（約200社）、市町村・自衛隊・県関係機
関、県外進学した大学生（３～４年生）の実家へ
配布

富山で働くことの価値をまとめたPR動画が100万
回以上再生されるなど、「即戦力人材」である社会
人（特に首都圏等の若者）に対して、県内企業及
び本県魅力を広く発信するとともに、富山で働くこ
とへの意識醸成を促し、物価高騰の影響をより強く
受け人材確保に苦戦する中小企業等を支援し、企
業の事業継続・雇用確保に寄与した。

7
帰ってこられ！就職応
援助成事業

物価高騰等の影響により中小企業等の経営が圧迫さ
れ、また、エネルギー価格高騰に伴い公共交通機関
の利用運賃なども上昇する中で、県外学生の県内で
の合同企業説明会等参加に係る交通費を助成し、県
外学生のＵＩＪターン就職等を促進することにより、中
小企業が大半を占める県内企業の人材確保を支援
するもの。

5,522,800

県外学生のＵＩＪターン就職等を促進するため、県
内企業への就職活動・インターンシップに参加す
る際の交通費を支援
補助率：1/2以内
補助限度額：20千円
補助件数：449件

中小企業が大半を占める県内企業での就職活動
への参加を促進し、物価高騰の影響をより強く受
け人材確保に苦戦する中小企業等を支援し、企業
の事業継続・雇用確保に寄与した。

8
とやま型集落営農ス
マート農機導入事業

資材の重複散布防止や作業効率化により燃油節減
の効果が大きいスマート農機の導入を補助し、肥料・
農薬・燃油等高騰の影響により経営が圧迫されてい
る集落営農組織を支援するもの。

15,903,000

集落営農組織によるスマート農機導入に対する
支援
補助率：1/3以内(補助限度額3,000千円)
補助件数：10件

肥料・農薬・燃油や農業機械価格の高騰の影響を
受けている集落営農組織の負担軽減に寄与した。

9
担い手応援！農地管理
効率化事業

資材高騰等により農業経営における所得率が低下す
る中で所得確保を図るため、経営規模拡大の制限要
因となっている草刈り・水管理の省力化に必要な農業
機械・資材の導入を支援する。

3,998,000

地域農業の担い手が農地を引受できるよう、草
刈り・水管理の省力化に必要な農業機械・資材
の導入を支援
補助率：2/10以内
補助限度額：600千円
補助件数：12件

農業資材高騰の影響を受けている担い手の負担
軽減に寄与した。

10
耕畜連携飼料自給率向
上対策事業

飼料価格の高止まりが長期化し畜産経営を圧迫する
中、耕畜連携による飼料自給率の向上を推進するた
め、稲ＷＣＳの生産・利用に必要な機械の導入に支
援するもの。

20,000,000
交付先：県内4協議会（事業実施農家8戸）
補助率：1/3以内
補助件数：10件

稲WCSを生産・利用する畜産農家に対して、生産
拡大や栄養価の高い高糖分・茎葉型品種への転
換を促すことで、粗飼料購入量の削減につなが
り、飼料費の負担軽減に寄与した。

事業の効果
番
号 実施計画事業名 事業の概要

交付金活用額
（円） 事業の実施状況
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11
建設業バックオフィス業
務DX化推進支援事業

エネルギー等の物価高騰の影響を受ける建設企業
の負担を軽減するため、中小企業等が取り組む事務
作業のDX化に対する支援や経営者やＤＸ推進人材
向けの研修等を開催することで、建設企業のバックオ
フィス業務へのDX化を図り生産性向上・省エネル
ギー化の取組みを促進する。

4,878,000

中小企業等が取り組む事務作業のDX化に対す
る支援
期間：令和７年４月１日～令和８年２月28日
補助率：1/2
補助限度額：500千円
補助件数：７件
補助額：計2,447千円

経営者やＤＸ推進人材向けの研修等を開催
開催回数：研修会３回、事例発表会１回
場所：富山県民会館
出席人数：研修会延49名、事例発表会70名

中小企業等が取り組む事務作業のDX化に対する
支援（７件）や経営者やＤＸ推進人材向けの研修等
を開催（研修会３回、事例発表会１回）することで、
建設企業のバックオフィス業務へのDX化を図り生
産性向上・省エネルギー化の取組みを促進するこ
とに寄与した。

12
高等学校学習者用端末
導入等支援事業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響等によ
り、学校で使用する学習用端末を購入できない生徒
に対して、端末の貸与や購入費を補助することによ
り、生活費負担の軽減や教育の機会均等を図るも
の。

30,408,931

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響等
により、学校で使用する学習用端末を購入できな
い生徒に対して、端末の貸与や購入費の補助
（補助率1/2）を実施。
端末の貸与：123人
購入費の補助：892人

学校で使用する学習用端末を購入する保護者の
経済的負担を軽減し、端末を用いたデジタル教材
による個別最適な学びや、オンラインでの共有など
多様な協働学習の機会均等を確保した。

13
交通事業者燃料価格高
騰対策支援事業

エネルギー価格高騰の影響を受ける交通事業者に対
し、燃料費の高騰分等を支援する。 1,064,000

エネルギー価格高騰に苦しむ交通事業者に対し
て、以下のとおり燃料費等の高騰分を支援。
補助率：1/8
支援期間：令和７年７月～令和７年９月
交通事業者：２者

エネルギー価格高騰の影響を受け、厳しい経営環
境に置かれる交通事業者に対し、燃料費等の高
騰分を支援したことで、安定した事業継続に寄与し
た。

14
公共交通燃料価格高騰
対策支援事業

エネルギー価格高騰の影響を受ける交通事業者に対
して、燃料費等の高騰分を支援する。 10,633,700

エネルギー価格高騰に苦しむ交通事業者に対し
て、以下のとおり燃料費等の高騰分を支援。
補助率：1/8　等
支援期間：令和７年７月～令和７年９月
鉄軌道事業者：３者
路線バス事業者：11者
高速バス事業者：３者
タクシー事業者：127者

エネルギー価格高騰の影響を受け、厳しい経営環
境に置かれる交通事業者に対し、燃料費等の高
騰分を支援したことで、安定した事業継続に寄与し
た。

15
私立高等学校等エネル
ギー価格高騰対策支援
事業

原油価格等高騰の影響を受ける私立高等学校等
（幼・小・中・高）の光熱費等負担を軽減。 970,340

・私立高等学校等（幼・小・中・高）を設置する学
校法人に対し、原油価格等高騰影響分への補助
を実施
・対象期間：令和７年７月～令和７年９月
・補助額：単価140円×全児童・生徒数6,931人＝
970,340円

原油価格等高騰の影響を受ける私立高等学校等
（幼・小・中・高）を設置する19学校法人（28施設）
の負担軽減に寄与した。

16
医療機関に対する物価
高騰対策緊急支援事業

エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける医療機関
等に対して、光熱費及び食材料費の高騰分を支援。 93,822,529

光熱費の高騰の影響を受けた医療機関への補
助補助時期：R7年7月～R8年3月
補助件数：計 2,199件
補助額：計90,416,000円（事務費除く）

（対象期間）R7.7～R7.9分相当
（支援額）
①光熱費
   病院・有床診療所　1床当たり   5千円
　 無床診療所、薬局等　1施設当たり 9千円
②食材料費
   病院・有床診療所　1床当たり   2千円

光熱費等の高騰の影響を受けた医療機関の負担
軽減に寄与した。

17
高齢者施設に対する物
価高騰対策緊急支援事
業

エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける県内の介
護サービス事業所・施設等の光熱費等の負担を軽減
するため支援する。

112,911,851

県内の介護サービス事業所・施設に対し、食材
料費の高騰分を支援するために、補助を実施し
た。
（対象期間）R7.7月～R7.9月分相当
（対象経費）光熱費、車両燃料費
（支援額）入所：定員１名当たり 2,500円
　　　　 　通所：定員１名当たり 　900円
　　 　　　訪問：定員１名当たり  6,500円
（対象経費）食材料費
（支援額）入所：定員１名当たり 1,600円
　　　　 　通所：定員１名当たり 　400円
〔補助件数〕536法人

光熱費等の高騰の影響を受けた介護サービス事
業所・施設の負担軽減に寄与した。

18
障害福祉サービス事業
所に対する物価高騰対
策緊急支援事業

エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける障害福祉
サービス事業所等の光熱費及び食材料費の負担を
軽減するため支援する。

21,876,059

県内の障害福祉サービス事業所等に対し、光熱
費等の高騰分を支援するために補助を実施。
・補助単価：
入所系 定員1名あたり4,100円
通所系 定員1名あたり900円～1,300円
訪問系 1施設あたり6,500円
・補助率：10/10
・受付期間：R7.7.22～R7.9.1
・事務費（派遣委託費）：1,836,159円
・実績241法人

原油価格の高騰等の影響を受ける障害福祉サー
ビス事業所等の安定的な施設運営に寄与した。
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19
保育施設等に対する物
価高騰対策緊急支援事
業

物価高騰による原油価格の高騰等の影響を受ける保
育施設等に対し、光熱費等の高騰分を支援。 14,742,094

・県内255施設に対して以下のとおり支援
（1）私立保育所、認定こども園
　　175施設　12,786,200円
　　・定員９名以下:0.7千円
　　・定員170名以下:0.7千円×在籍児童数
　　・定員171名以上:119千円
（2）認可外保育施設
　　10施設　576,000円
　　・定員20名以下：４千円
　　・定員21名以上：0.2千円×定員数
（3）放課後児童クラブ
　　62施設　855,000円
　　・定員20名以下：６千円
　　・定員21名以上：0.3千円×定員数
（4）とやまっ子さんさん広場
　　８施設　654,00円
　　・定員20名以下：4千円
　　・定員21名以上：0.2千円×定員数
・事務費（派遣委託費、郵送代）　977,894円

物価高騰による原油価格の高騰等の影響を受け
る保育施設等の安定的な施設運営に寄与した。

20
児童養護施設等に対す
る物価高騰対策緊急支
援事業

エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける児童養護
施設等に対し、光熱費及び食材料費の負担を軽減す
るため支援。

372,080

・県内の施設等に対して以下のとおり支援
（児童養護施設）
・光熱費：300×（暫定）定員
・食材料費：2,500円×（暫定）定員
（児童自立生活援助事業所Ⅰ型（自立援助ホー
ム）・ファミリーホーム）
・光熱費：3,000円
・食材料費：2,500円×（暫定）定員
（里親）
・光熱費：3,000円
・食材料費：2,900円×委託児童数
事務費（郵送代）：4,180円

物価高騰による原油価格の高騰等の影響を受け
る児童養護施設等の安定的な施設運営に寄与し
た。

21
LPガス料金負担軽減支
援事業

原油価格・物価高騰等の影響を受けたLPガスの一般
消費者等に対し、LPガス料金の値引きを行い、一般
消費者等の負担軽減を図る。

152,591,144
LPガス一般消費者等のLPガス料金を値引き。
・値引実施件数：207,056件
・値引額：上限600円/月×１ヶ月

原油価格・物価高騰等の影響を受けたLPガスの
一般消費者等の負担軽減に寄与した。

22
中小企業特別高圧電気
料金負担軽減支援事業

国の負担軽減策の対象外となっている特別高圧で受
電する中小企業に対し、電気料金の高騰分を支援。 33,870,300

特別高圧電力を受電する中小企業に補助金を交
付。
・対象期間：R7.7～9月分
・補助件数：54件
・補助額
R7.7、9月分：電力使用量(kWh)×1.0円
R7,8月分：電力使用量(kWh)×1.2円

国の価格高騰支援策の対象外となっている「特別
高圧電力」を受電する中小企業のエネルギー価格
の負担軽減に寄与した。

23
飼料価格高騰経営安定
緊急支援事業

飼料価格の大幅な高騰により、経営が逼迫している
畜産農家の経営安定を図るため、配合飼料の購入数
量に応じ、奨励金を交付するもの。

15,593,700
交付先：畜産農家67戸
対象期間：R7.7.1～R7.9.30
交付単価：配合飼料等購入数量につき1,400円/t

飼料価格等の大幅な高騰の影響を受けている畜
産農家の経営の安定に寄与した。

24
農業水利施設電気代高
騰支援

光熱費高騰により土地改良区等が管理運営する農業
水利施設の経費増加等に対し支援するもの。 223,900

・土地改良区が維持管理費を負担している農業
水利施設を対象とし、電気料金の高騰分（令和４
年度から令和７年度の増加分）の補助を実施。
・対象期間及び補助率
　令和７年７月～令和７年９月：1/8
・補助金額：224千円（３土地改良区）

農業水利施設の電気料金の負担を軽減すること
で、エネルギー料金の高騰の影響を受けている土
地改良区の経営の安定に寄与した。

25
林業・木材産業事業者
物価高騰支援

電気料金や資材費の高騰に伴い、林業・木材産業事
業者等の経営への影響が懸念されることから、電気
料金の負担増を支援するもの。

1,067,000

・林業・木材産業事業者及びきのこ生産者に対し
て、電気料金等の高騰分への補助。
・対象期間及び補助率
　令和７年７月～令和７年９月、1/8
・補助金額1,067千円
（林業・木材産業 695千円、きのこ 372千円）
　林業・木材産業 ７件、きのこ ２件

燃料価格の高騰の影響を受けた林業・木材産業
事業者等の負担軽減に寄与した。

26
鮮度保持施設電気料金
高騰緊急支援事業

電気料金高騰に伴い、漁協等の運営への影響が懸
念されることから、製氷施設等の電気料の負担増に
対し支援するもの。

299,116

製氷事業または冷凍（冷蔵）保管事業を実施す
る漁協等に対し、電気料金の高騰分（令和4年
度から令和７年度への増加分）の補助を実施。
・対象期間及び補助率
　令和７年７月～９月：1/8
・補助金額：300千円（7漁協）

製氷施設等の電気料金の負担を軽減することで漁
協等の経営の安定化を図るとともに、水産物の鮮
度保持による事業継続と鮮魚の安定した供給に寄
与した。

27
学校給食物価高騰対策
緊急支援事業

食料価格高騰による学校給食への影響を鑑み、保護
者負担を抑えつつ、給食の質を維持するため給食費
への支援を行うもの。

1,059,963

学校給食を実施する県立学校に対し、給食等の
食料価格高騰に係る経費を補助
対象期間　令和7年7月～令和7年9月
補助件数
　　　給食　特別支援学校10校　定時制夜間高校
4校
　　　舎食　特別支援学校4校　全日制高校2校
補助内容　児童生徒一人1食あたり20円×3か月

食料等の値上げによる学校給食費・舎食費の保護
者負担軽減や、給食の量と質の維持に寄与した。
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28
生活支援・消費喚起プ
ロジェクト支援事業

物価高騰の影響を受ける生活者を支援し、地域経済
の活性化を図るため、プレミアム商品券の発行等を
支援するもの。

40,000,000

・物価高騰の影響を受ける生活者を支援し、地域
経済の活性化を図るため、プレミアム商品券の
発行等の事業を支援。
・補助件数：1件
・補助単価：40,000千円
・補助率：10/10
・プレミアム率：30％
・1,000円券を13枚配布。

プレミアム商品券の発行等の事業により、地域経
済の活性化及び生活者支援に寄与した。

29
指定管理者への物価高
騰支援事業

県有のスポーツ、文化施設等（指定管理者制度導入
施設）について、物価高騰の影響による人件費、光熱
費等高騰へ対応し、県民などが安心・安全に利用で
きるよう、指定管理者制度導入施設に係る人件費、
光熱費等増嵩分を支援。

378,000,000
指定管理施設の運営に支障がないよう、人件
費、光熱費等増嵩分を支援（48施設）。

指定管理者制度導入施設の安定的な施設運営に
寄与した。

30
中央病院物価高騰支援
事業（R6補正分）

原油価格・物価高騰の影響を受ける富山県立中央病
院に対して、光熱費、給食材料費の支出増について
補助し、安定的な経営体制を維持する。

73,961,853

原油価格・物価高騰の影響を受ける富山県立中
央病院への補助
補助額：1件 652,409,000円
光熱費等の高騰（R3→R6）による影響額への補
助
（光熱水費）113,367,000円
（燃料費）34,071,000円
（給食材料費）12,999,000円
（委託料）296,528,000円
（診療材料費）195,444,000円
計　652,409,000円

原油価格・物価高騰の影響を受けた富山県立中
央病院の負担軽減に寄与した。

31
中央病院物価高騰支援
事業
（R7予備費分）

原油価格・物価高騰の影響を受ける富山県立中央病
院に対して、光熱費、給食材料費の支出増について
補助し、安定的な経営体制を維持する。

97,235,224

原油価格・物価高騰の影響を受ける富山県立中
央病院への補助
補助額：1件 652,409,000円
光熱費等の高騰（R3→R6）による影響額への補
助
（光熱水費）113,367,000円
（燃料費）34,071,000円
（給食材料費）12,999,000円
（委託料）296,528,000円
（診療材料費）195,444,000円
計　652,409,000円

原油価格・物価高騰の影響を受けた富山県立中
央病院の負担軽減に寄与した。

32
専門家派遣による経営
力強化集中支援事業

物価高騰の影響を受ける県内中小企業が抱える
様々な問題を解決するため、中小企業に対して診断・
助言を行う専門家の派遣を実施する。

707,200

エネルギー価格高騰等の影響を受ける中小企業
等を支援するため、生産性向上や価格転嫁につ
いて診断・助言を行う専門家の派遣を実施
・派遣回数：32回
※派遣1回あたり3万円＋旅費に対して、1回目は
全額補助、2回目以降は2/3補助

エネルギー価格高騰等の影響を受ける中小企業
等の生産性向上、価格転嫁の診断・助言を行うこ
とで、経営課題の解決に寄与した。

33
中小企業トランスフォー
メーション補助金

中小企業向けの物価高騰対応事業として、DXやGX
を通じた業務プロセス・事業構造の変革や、人手不足
に対応するための省力化・省人化による生産性向上
を図る取組みを支援。

12,039,000

【R7年度】
県内中小企業者等への補助に向けて事務局体
制を構築し、募集を開始。
募集期間：R8.2.27～R8.7.31

エネルギー価格や物価高騰に影響を受けた中小
企業を支援するため、R8.7月まで事業を継続して
実施中。

34
とやま人材リスキリング
補助金

原油価格や物価高騰が続く中、県内経済の持続的成
長と構造的な賃上げの実現のためには、県内企業に
おけるＤＸ等の生産性向上の取組みや成長分野への
チャレンジを推進するとともに、その原動力となる人
材のリスキリングを促進していくことが重要な課題とな
る。こうしたことから、県内企業が生産性の向上や成
長分野へのチャレンジ等を目的として、その従業員
に、生産性の向上を図るために必要となる新たな知
識や技能を習得させるため、外部の教育訓練を活用
して行うリスキリングの取組みに対し、経費の一部を
補助。

2,936,000

【R7年度】
・とやま人材リスキリング補助金の交付
交付件数　55件
期間（R7.11.1～R8.3.31）

＜補助率・補助額＞
受講料等：75％、賃金１人１時間あたり：1,000円
※１社１年度あたり100万円を上限とする

原油価格や物価高騰で経営に苦しむ企業が増え
る中、県内企業の人材のリスキリングが促進され
たことにより、県内企業におけるＤＸ等の生産性向
上の取組みや成長分野へのチャレンジを推進し、
企業の持続的成長及び構造的な賃上げの推進に
寄与した。

35
医療機関に対する物価
高騰対策緊急支援事業
（R7補正分）

エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける医療機関
等に対して、光熱費及び食材料費の高騰分を支援。 149,425,815

光熱費の高騰の影響を受けた医療機関への補
助補助時期：R8年1月～R8年3月
補助件数：計 2,353件
補助額：計274,776,000円（事務費除く）

（対象期間）R7.10～R8.3分相当
（支援額）
①光熱費
   病院・有床診療所　1床当たり   10千円
　 無床診療所、薬局等　1施設当たり 18千円
②食材料費
   病院・有床診療所　1床当たり   4千円

光熱費等の高騰の影響を受けた医療機関の負担
軽減に寄与した。

36
高齢者施設に対する物
価高騰対策緊急支援事
業（R7補正分）

エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける県内の介
護サービス事業所・施設等の光熱費等の負担を軽減
するため支援する。

230,181,314

県内の介護サービス事業所・施設に対し、食材
料費の高騰分を支援するために、補助を実施し
た。
（対象期間）R7.10月～R8.3月分相当
（対象経費）光熱費、車両燃料費
（支援額）入所：定員１名当たり 5,000円
　　　　 　通所：定員１名当たり  1,700円
　　 　　　訪問：定員１名当たり  10,500円
（対象経費）食材料費
（支援額）入所：定員１名当たり 3,200円
　　　　 　通所：定員１名当たり 　800円
〔補助件数〕574法人

光熱費等の高騰の影響を受けた介護サービス事
業所・施設の負担軽減に寄与した。
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37

障害福祉サービス事業
所に対する物価高騰対
策緊急支援事業（R7補
正分）

エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける障害福祉
サービス事業所等の光熱費及び食材料費の負担を
軽減するため支援する。

42,487,951

県内の障害福祉サービス事業所等に対し、光熱
費等の高騰分を支援するために補助を実施。
・補助単価：
入所系 定員1名あたり8,200円
通所系 定員1名あたり1,700円～2,500円
訪問系 1施設あたり10,500円
・補助率：10/10
・受付期間：R8.1.6～R8.1.30
・事務費（派遣委託費）：1,805,951円
・実績264法人

原油価格の高騰等の影響を受ける障害福祉サー
ビス事業所等の安定的な施設運営に寄与した。

38
保育施設等に対する物
価高騰対策緊急支援事
業（R7補正分）

物価高騰による原油価格の高騰等の影響を受ける保
育施設等に対し、光熱費等の高騰分を支援。 27,913,151

・県内265施設に対して以下のとおり支援
（1）私立保育所、認定こども園
　　175施設　24,867,100円
　　・定員９名以下:13千円
　　・定員170名以下:1.3千円×在籍児童数
　　・定員171名以上:222千円
（2）認可外保育施設
　　９施設　107200円
　　・定員20名以下：８千円
　　・定員21名以上：0.4千円×定員数
（3）放課後児童クラブ
　　72施設　1,951,200円
　　・定員20名以下：12千円
　　・定員21名以上：0.6千円×定員数
（4）とやまっ子さんさん広場
　　９施設　114,400円
　　・定員20名以下：8千円
　　・定員21名以上：0.4千円×定員数
・事務費（派遣委託費、郵送代）873,251　円

物価高騰による原油価格の高騰等の影響を受け
る保育施設等の安定的な施設運営に寄与した。

39
児童養護施設等に対す
る物価高騰対策緊急支
援事業（R7補正分）

物価高騰の影響を受ける児童養護施設等に対し光熱
費及び食材料費の高騰分を支援するもの。 737,070

・県内の施設等に対して以下のとおり支援
（児童養護施設）
・光熱費：600×（暫定）定員
・食材料費：4,500円×（暫定）定員
（児童自立生活援助事業所Ⅰ型（自立援助ホー
ム）・ファミリーホーム）
・光熱費：6,000円
・食材料費：4,500円×（暫定）定員
（里親）
・光熱費：6,000円
・食材料費：5,300円×委託児童数
事務費（郵送代）：6,270円

物価高騰による原油価格の高騰等の影響を受け
る児童養護施設等の安定的な施設運営に寄与し
た。

40
飼料価格高騰経営安定
緊急支援事業（R7補正
分）

飼料価格の大幅な高騰により、経営が逼迫している
畜産農家の経営安定を図るため、配合飼料の購入数
量に応じ、奨励金を交付するもの。

16,119,300
交付先：畜産農家67戸
対象期間：R7.10.1～R8.2.28
交付単価：配合飼料等購入数量につき800円/t

飼料価格等の大幅な高騰の影響を受けている畜
産農家の経営の安定に寄与した。

41
鮮度保持施設電気料金
高騰緊急支援事業（R7
補正分）

電気料金高騰に伴い、漁協等の運営への影響が懸
念されることから、製氷施設等の電気料の負担増に
対し支援するもの。

163,487

製氷事業または冷凍（冷蔵）保管事業を実施す
る漁協等に対し、電気料金の高騰分（令和4年
度から令和７年度への増加分）の補助を実施。
・対象期間及び補助率
　令和７年10月～12月：1/8
・補助金額：164千円（８漁協）

製氷施設等の電気料金の負担を軽減することで漁
協等の経営の安定化を図るとともに、水産物の鮮
度保持による事業継続と鮮魚の安定した供給に寄
与した。

42
学校給食物価高騰対策
緊急支援事業

食料価格高騰による学校給食への影響を鑑み、保護
者負担を抑えつつ、給食の質を維持するため給食費
への支援を行うもの。

3,026,483

学校給食を実施する県立学校に対し、給食等の
食料価格高騰に係る経費を補助
対象期間　令和7年10月～令和8年3月
補助件数
　　　給食　特別支援学校10校　定時制夜間高校
4校
　　　舎食　特別支援学校4校　全日制高校2校
補助内容　児童生徒一人1食あたり20円×6か月

食料等の値上げによる学校給食費・舎食費の保護
者負担軽減や、給食の量と質の維持に寄与した。

43
私立高等学校等エネル
ギー価格高騰対策支援
事業（R7補正分）

原油価格等高騰の影響を受ける私立高等学校等
（幼・小・中・高）の光熱費等負担を軽減。 1,940,680

・私立高等学校等（幼・小・中・高）を設置する学
校法人に対し、原油価格等高騰影響分への補助
を実施
・対象期間：令和７年10月～令和８年３月
・補助額：単価280円×全児童・生徒数6,931人＝
1,940,680円

原油価格等高騰の影響を受ける私立高等学校等
（幼・小・中・高）を設置する19学校法人（28施設）
の負担軽減に寄与した。

44
指定管理施設の物価高
騰等への対応

県有のスポーツ、文化施設等（指定管理者制度導入
施設）について、物価高騰の影響による人件費、光熱
費等高騰へ対応し、県民などが安心・安全に利用で
きるよう、指定管理者制度導入施設に係る人件費、
光熱費等増嵩分を支援。

297,612,000
指定管理施設の運営に支障がないよう、人件
費、光熱費等増嵩分を支援（48施設）。

指定管理者制度導入施設の安定的な施設運営に
寄与した。

45
原料米価格高騰対策緊
急支援事業

急激な原料米価格上昇の影響をうける富山県産米を
利用する米加工食品製造事業者の段階的な価格転
嫁や販路開拓を支援し、本県食文化の充実・魅力向
上、地域経済の活性化を図ること。

511,626

急激な原料米価格上昇の影響をうける富山県産
米を利用する米加工食品製造事業者に対し、富
山県産酒造好適米・もち米・加工用米（うるち）の
購入経費の上昇（R7ーR6）分の一部を補助
・令和8年1月にWEB説明会を２回開催。
・1月27日から2月26日まで実施計画書を受付
け、事務局で内容を審査。
・3月6日に、102者の計画書を承認するとともに、
総額125,553千円の補助金交付を内示。
・3月中に提出のあった交付申請及び実績報告を
事前審査。

・原料米価格が高騰する環境下において、一時的
な補助金交付に留まらず、実績報告書にコスト削
減、価格転嫁、販路拡大の記載を求め、経営安定
化を促す仕組みとした。
・R8.7月まで事業を継続して実施（令和8年度中に
内示先からの実績報告の審査や補助金の交付等
を実施）。
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46
中央病院の物価高騰対
応

原油価格・物価高騰の影響を受ける富山県立中央病
院に対して、委託料、診療材料費の支出増について
補助し、安定的な経営体制を維持する。

481,211,923

原油価格・物価高騰の影響を受ける富山県立中
央病院への補助
補助額：1件 652,409,000円
光熱費等の高騰（R3→R6）による影響額への補
助
（光熱水費）113,367,000円
（燃料費）34,071,000円
（給食材料費）12,999,000円
（委託料）296,528,000円
（診療材料費）195,444,000円
計　652,409,000円

原油価格・物価高騰の影響を受けた富山県立
央病院の負担軽減に寄与した。

47
第3次救急医療機関物
価高騰対策支援事業

物価高騰の影響を受ける第3次救急医療機関（救命
救急センター）に対して、医薬品費等の支出増につい
て補助し、安定的な救急医療体制を維持する。

49,885,000

原油価格・物価高騰の影響を受ける第3次救急
医療機関（救命救急センター）への補助
補助額：1件 49,885,000円（補助率2/3）
光熱費等の高騰（R3→R6）による影響額への補
助
（医薬品費）38,531,000円
（診療材料費）10,993,000円
（医薬消耗器具備品費）361,000円
計　49,885,000円

原油価格・物価高騰の影響を受けた第3次救急医
療機関（救命救急センター）の負担軽減に寄与し
た。

48
指定管理施設（病院）の
物価高騰等への対応

県有の病院（指定管理者制度導入施設）について、
収入が経営努力によらない公定価格に大きく左右さ
れる中でも、物価高騰の影響による人件費、光熱費
等高騰へ対応し、県民などが安心・安全に利用できる
よう、指定管理者制度導入施設に係る人件費、光熱
費等増嵩分を支援。

41,675,000
物価高騰の影響を受ける指定管理者への支援
物価高騰分：37,575千円
人件費高騰分：4,100千円

物価高騰の影響を受けた指定管理者の負担軽減
に寄与した。
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